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Ⅰ　応募申込書類　作成要領	
本事業への応募に関する応募申込書類は、以下の書類をA4判縦長（やむを得ずA3判を使用する場合は折り込み可）左綴じとし、提出資料一式を１つのファイルにまとめ、正本1部、副本1部、合計2部を提出すること。ファイルの表紙に事業名、書類名、応募者名（応募グループ名称）及び通し番号（表紙左上に、正本分には1/2、副本分には2/2）を記載すること。また、ファイルの背表紙にも事業名、書類名、応募者名（応募グループ名称）及び通し番号を記載すること。なお、書類及び項目ごとにインデックスを付けること。

＜応募申込書類の構成＞
	必要書類
	様式
	枚数
制限
	用紙
ｻｲｽﾞ

	(1)応募申込書（単独企業用又は応募グループ用）
	様式２
	１
	A4

	(2)応募グループ構成表
	様式３
	適宜
	A4

	(3)応募者（代表企業）の概要
	様式４
	１
	A4


※適宜とは、１枚以上、必要枚数とする。また、各必要書類の添付資料は各書類の次ページに添えること。

Ⅱ　企画提案書類　作成要領
　１　基本事項
（１）作成上の留意
　　　①記載内容全般
本作成要領または各様式に枚数の指定があるものは、それに従うこと。記載のない様式については枚数を制限しない。
　　　②書式等
使用する用紙は、表紙を含め、各規定様式を使用し、A4判で向きは任意、横書きとする。なお、A3判横長とする場合は横折込片面とすること（A4判2ページ分に換算）。
各提出書類等に用いる言語は日本語、通貨は円、単位はＳＩ単位とし、文字サイズは10ポイント以上とすること。
　　　③編集方法
提出書類等の1項目が複数ページにわたるときは、書類の下部中央にページ番号を記載すること。（例 [1/2]）

（２）提出部数等
企画提案書類は、A4判縦長（A3判指定の様式は横折込）左綴じとし、提出書類一式を１つのファイルにまとめ、正本1部、副本14部、合計15部を提出すること。ファイルの表紙に事業名、書類名、応募者名（応募グループ名称）及び通し番号（表紙左上に、正本分には1/15、副本分には2/15～15/15）を記載すること。また、ファイルの背表紙にも事業名、書類名、応募者名（応募グループ名称）及び通し番号を記載すること。なお、分類及び項目ごとにインデックスを付けること。
企画提案書類提出時には、提出書類と同じ内容を保存（PDF形式）したDVD-Rを2枚提出すること。なお、当該DVD-Rには、事業名、応募者名（応募グループ名称）、保存されている書類名を明記すること。

２　企画提案書類における記載内容の留意点
提案にあたっては、内容及びその効果がわかりやすいように、具体的にイラスト等を使用するなどの工夫を施すこと。また、本様式の記載内容に関係して、他の様式、図面等により詳細な内容を示している場合は、その箇所を分かりやすく示すこと。また、企画提案書の右上所定の欄に、応募者名（応募グループ体名称）を記載すること。

＜企画提案書類の構成＞
	必要書類
	様式
	枚数
制限
	用紙
ｻｲｽﾞ

	(1)企画提案書表紙
	様式６
	１
	A4

	(2)企画提案書
	１　事業コンセプト
	様式７－１
	指定
	A4またはA3

	
	２　実施体制
	様式７－２
	指定
	A4またはA3

	
	３　設計施工・収支計画
	様式７－３
	指定
	A4またはA3

	
	４　民間施設・広場全般
	様式７－４
	指定
	A4またはA3

	
	５　民間施設
	様式７－５
	指定
	A4またはA3

	
	６　広場
	様式７－６
	指定
	A4またはA3

	
	７　地域防災機能
	様式７－７
	指定
	A4またはA3

	
	８　地域住民等との関係構築
	様式７－８
	指定
	A4またはA3

	(3)価格提案書 
	様式８
	１
	A4


※指定とは、１枚以上、上限枚数までとする。また、各必要書類の添付資料は各書類の次ページに添えること。



様式１

質　　問　　書

令和　　年　　月　　日


　箱根町長　　様

申請者住所
商号又は名称
代表者
担当者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
Ｅメール

湯本地区公共施設利活用事業の公募型プロポーザルに関して、以下の事項について質問します。

	№
	資料名称・頁
	質問項目
	質　問　内　容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　※質問欄が足りない場合は、本様式に準じて行を追加すること。



[bookmark: プロポーザル応募届][bookmark: _Ref106004772]様式２（単独企業用）
　　令和　　年　　月　　日

応　募　申　込　書

箱根町長　　様

プロポーザル参加資格を有することを誓約し、次のとおり参加を申し込みます。

	件　名
	湯本地区公共施設利活用事業

	提出者
	住　所
	

	
	商　　号
又は名称
	

	
	代表者
	印


	担当者
	所　属
	

	
	氏　名
	

	
	電話番号
	

	
	Ｅメール
	

	添付書類
	a 商業登記簿謄本
b 印鑑証明書
c 国税の納税証明書（その３の３）（法人税並びに消費税及び地方消費税について未納の税額がないことの証明）
d 地方税の納税証明書（神奈川県内に本支店等を有する法人は、法人県民税及び法人事業税に未納の税額がないことの証明）
e 箱根町に納税義務がある者は、税の滞納がないことの証明
f 各資格証明書の写し等






様式２（応募グループ用）
令和　　年　　月　　日

応　募　申　込　書
箱根町長　　様

プロポーザル参加資格を有することを誓約し、次のとおり参加を申し込みます。

	件　名
	湯本地区公共施設利活用事業

	応募グループ名称
	

	提出者
（代表企業）
	商号又は名称
	

	
	住　所
	

	
	代表者
	印


	応募グループ
の構成
	グループの種別
商号又は名称
	( 代表企業 )

	役 割
	

	
	グループの種別
商号又は名称
	( 構成企業・協力企業 )

	役 割
	

	
	グループの種別
商号又は名称
	( 構成企業・協力企業 )

	役 割
	

	
	グループの種別
商号又は名称
	( 構成企業・協力企業 )

	役 割
	

	
	グループの種別
商号又は名称
	( 構成企業・協力企業 )

	役 割
	

	添付書類
	a 商業登記簿謄本
b 印鑑証明書
c 国税の納税証明書（その３の３）（法人税並びに消費税及び地方消費税について未納の税額がないことの証明）
d 地方税の納税証明書（神奈川県内に本支店等を有する法人は、法人県民税及び事業税の未納の税額がないことの証明）
e 箱根町に納税義務がある者は、税の滞納がないことの証明
f 各資格証明書の写し等


　※応募グループの構成欄のうち、代表企業以外は構成企業、協力企業のいずれかを〇で囲み、役割には、設計、建設、工事監理、運営、維持管理のいずれかを記載すること。
※添付資料は、代表企業及び構成企業、協力企業ごとに添付すること。また、共同企業体を組成する場合は、全ての法人との間で締結した協定書等を添付すること。
　※応募グループの詳細については、様式３に記載すること。

様式３
応募グループ構成表

	代表企業

	住　所
	

	商号又は名称
	

	代表者
	印


	担当者
	所　属
	
	氏　名
	

	
	電話番号
	

	
	Ｅメール
	

	本事業における役割
	



	構成企業又は協力企業の別
	　　構成企業　・　協力企業　　（いずれかを○で囲むこと）

	住　所
	

	商号又は名称
	

	代表者
	印


	担当者
	所　属
	
	氏　名
	

	
	電話番号
	

	
	Ｅメール
	

	本事業における役割
	



	構成企業又は協力企業の別
	　　構成企業　・　協力企業　　（いずれかを○で囲むこと）

	住　所
	

	商号又は名称
	

	代表者
	印


	担当者
	所　属
	
	氏　名
	

	
	電話番号
	

	
	Ｅメール
	

	本事業における役割
	


※会社案内・パンフレット等及び前年度含む直近３カ年度分の決算報告書を添付すること。
※構成企業又は協力企業の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。

様式４

応募者（代表企業）の概要

	商号又は名称
	

	所在地
	本社等
	

	
	本業務を受注する支社等
	

	設立年月
	年    　　  月

	資本金等
	

	前期年間売上等
	

	常勤従業員数
	

	事業内容
	

	その他
特筆すべき事項
	

	箱根町からの入札参加資格停止又はそれに準ずる措置
	受けている ・ 受けていない　（いずれかを○で囲むこと）

	会社更生法・民事再生法の申立て
	している ・ していない　　　（いずれかを○で囲むこと）


※会社案内・パンフレット等及び前年度含む直近３カ年度分の決算報告書を添付すること。


様式５
令和　　年　　月　　日

辞　　退　　届

箱根町長　　様

申請者住所
商号又は名称
代表者
担当者
電話番号
Ｅメール 

次の公募型プロポーザルについて、都合により辞退したいのでお届けいたします。


件　名　：　湯本地区公共施設利活用事業


























様式６

令和　　年　　月　　日 


企　画　提　案　書


箱根町長　　様

申請者住所
商号又は名称
代表者
担当者
電話番号
Ｅメール     　



　湯本地区公共施設利活用事業募集要項に基づき、企画提案書を提出します。
　

記



件　　名　：　湯本地区公共施設利活用事業
      　　





様式７－１
企　画　提　案　書
提出者：
	１　事業コンセプト

	【記載事項】

※「湯本地区公共施設利活用事業　事業者選定基準」４頁～５頁の「審査項目及び配点表」の審査事項等を参考に記載すること。
※Ａ４判２枚以内で記載してください。





様式７－２
企　画　提　案　書
提出者：
	２　実施体制

	【記載事項】

※「湯本地区公共施設利活用事業　事業者選定基準」４頁～５頁の「審査項目及び配点表」の審査事項等を参考に記載すること。
※Ａ４判２枚以内で記載してください。




様式７－３
企　画　提　案　書
提出者：
	３　設計施工・収支計画

	【記載事項】

※「湯本地区公共施設利活用事業　事業者選定基準」４頁～５頁の「審査項目及び配点表」の審査事項等を参考に記載すること。
※Ａ４判４枚以内（Ａ３判でも可。その場合は２枚以内）で記載してください。




様式７－４
企　画　提　案　書
提出者：
	４　民間施設・広場全般

	【記載事項】

※「湯本地区公共施設利活用事業　事業者選定基準」４頁～５頁の「審査項目及び配点表」の審査事項等を参考に記載すること。
※全体配置図（施設配置、周辺道路を考慮した寄り付きやすさ・回遊性）、全体イメージ図等を用いながら分かりやすく記載すること。
※Ａ４判４枚以内（Ａ３判でも可。その場合は２枚以内）で記載してください。




様式７－５
企　画　提　案　書
提出者：
	５　民間施設

	【記載事項】

※「湯本地区公共施設利活用事業　事業者選定基準」４頁～５頁の「審査項目及び配点表」の審査事項等を参考に記載すること。
※民間施設の配置図面（各機能や公共トイレの配置・諸室の詳細等）や内・外観のイメージ図等を用いながら分かりやすく記載すること。
※Ａ４判４枚以内（Ａ３判でも可。その場合は２枚以内）で記載してください。




様式７－６
企　画　提　案　書
提出者：
	６　広場

	【記載事項】

※「湯本地区公共施設利活用事業　事業者選定基準」４頁～５頁の「審査項目及び配点表」の審査事項等を参考に記載すること。
※広場の平面図（修景施設や舗装箇所、設備設置箇所が分かる図面）や広場のイメージ図等を用いながら分かりやすく記載すること。
※Ａ４判４枚以内（Ａ３判でも可。その場合は２枚以内）で記載してください。




様式７－７
企　画　提　案　書
提出者：
	７　地域防災機能

	【記載事項】

※「湯本地区公共施設利活用事業　事業者選定基準」４頁～５頁の「審査項目及び配点表」の審査事項等を参考に記載すること。
※Ａ４判２枚以内で記載してください。




様式７－８
企　画　提　案　書
提出者：
	８　地域住民等との関係構築

	【記載事項】

※「湯本地区公共施設利活用事業　事業者選定基準」４頁～５頁の「審査項目及び配点表」の審査事項等を参考に記載すること。
※Ａ４判４枚以内（Ａ３判でも可。その場合は２枚以内）で記載してください。




様式８
令和　　年　　月　　日


価格提案書

箱根町長　　様

申請者住所
商号又は名称
代表者
担当者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
Ｅメール     　

本事業に関する当該地の借地料等については、次の額を提案します。

件　名： 湯本地区公共施設利活用事業
　　　
①民間施設ゾーンの借地料（非課税）
	年　額
	
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	￥
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　【根拠】
	月　額
	
	円
	×
	12か月



②広場ゾーンの設計・整備等に要する価格（消費税及び地方消費税を含む）
	[bookmark: _Hlk237889072][bookmark: _Hlk237889145][bookmark: _Hlk237889092]広場ゾーンの設計・
整備等に要する費用
	
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	￥
	
	
	
	
	
	
	
	

	（内訳）
	

	本町に負担を求める額
	
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	￥
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業者が負担する額
	
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	￥
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　※数字は算用数字を用い、価格は整数としてください。
※②については、広場の設計費、整備費、工事監理費、各種申請費、調査費、完成図書作成費、諸経費等、広場ゾーンの整備に要する費用が分かる内訳を添付すること。
